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周南市道の駅ソレーネ周南リニューアルに係る業者選定アドバイザリー業務仕様書 

 

１ 業務名称 

  周南市道の駅ソレーネ周南リニューアルに係る業者選定アドバイザリー業務 

 

２ 業務目的 

  道の駅ソレーネ周南は、オープン後１０年目を迎える中、運営を通じて課題が浮き

彫りになる一方で高い集客性を維持するなど、今後の飛躍の可能性が見いだせるポテ

ンシャルを有している。 

  また、国が目指す道の駅第３ステージの１つである「防災道の駅」の認定を受け、

新たな機能が付加されるとともに、地方創生を加速する拠点への進化が求められる。 

  こうした背景を踏まえ、子どもから高齢者まで、誰もが楽しく・快適に・健康的に

過ごせる「道の駅パーク」を具体化するため、周南市道の駅ソレーネ周南リニューア

ル基本計画（以下「基本計画」という。）を令和６年度に策定したところである。 

  本業務は、基本計画に基づき、設計や建設、管理運営を行う事業者を募集・選定・

契約するために必要な調査・検討・資料作成等の支援を行うことを目的とする。 

 

３ 履行場所 

  周南市内 

 

４ 業務期間 

  契約締結日から令和９年１０月３１日まで 

 

５ 業務内容 

（１）業務計画 

   検討の目的及び手法、背景条件等を踏まえ、業務計画を作成する。 

なお、業務計画は、検討状況の変化等で必要が生じた場合は、随時変更・更新す

るものとする。 

 

（２）事業スキームの精査 

   基本計画における事業スキーム（事業方式、事業範囲等）について、これまでの

経緯を踏まえ、必要に応じて時点更新を行うなど、精査を行う。 

 

（３）実施方針及び要求水準書（案）の作成支援及び質問回答支援 

  ①実施方針の作成 

   民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法

律第 107 号）（以下「ＰＦＩ法」という。）に準じて、ＤＢＯ方式により事業者選

定を行うにあたり、ＰＦＩ法第１５条に準じて公表する「実施方針の策定の見通し」

を作成する。 
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あわせて、本リニューアルの事業概要、民間事業者の参加資格要件等を整理し、

ＰＦＩ法第５条に準じて公表する「実施方針」の作成を支援する。 

 

  ②要求水準書（案）の作成支援 

   本リニューアルの設計・建設に係る要求水準及び供用開始後の運営・維持管理に

係る要求水準について、相乗的な効果又は競合が見込まれる類似施設・機能の整備

動向や民間事業者の創意工夫の発揮を意図した性能発注の視点に留意して検討を

行い、要求水準書（案）の作成を支援する。 

 

  ③実施方針及び要求水準書（案）への質問に対する回答支援 

   公表した実施方針及び要求水準書（案）に関し、民間事業者から提出された質問

及び意見を整理し、回答書の作成を支援する。 

 

（４）市場調査の実施 

   公表した実施方針及び要求水準書（案）を踏まえて、民間事業者の参入条件や参

画意向等を把握することを目的とした市場調査（公募型のサウンディング調査）を

行う。 

 

（５）事業方式、事業費、ＶＦＭの精査 

   市場調査の結果を踏まえて、事業方式や事業費（施設整備費及び維持管理・運営

費等）、ＶＦＭの精査を行う。 

 

（６）特定事業の選定に係る公表文書の作成支援 

   ＰＦＩ法第７条に準じて、本リニューアルを特定事業として選定し公表する文書

の作成を支援する。 

 

（７）募集書類の作成支援 

  ①募集要項の作成支援 

本リニューアルを実施する民間事業者を募集する手続き、事業概要、事業スケジ

ュール、民間事業者の参加資格要件、提案書の作成要領、提案金額の算定方法等を

整理し、募集要項の作成を支援する。 

 

②要求水準書の作成支援 

要求水準書（案）への質問に対する回答や市場調査の結果等に基づいて、要求水

準書の作成を支援する。 

 

③評価基準の作成支援 

民間事業者を選定するための評価項目やその評価の視点・配点、評価方法等を検

討し、評価基準の作成を支援する。 
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④様式集の作成支援 

参加資格の確認に関する提出書類及び提案書の様式について、必要な記載事項等

を整理し、様式集の作成を支援する。 

 

⑤基本協定書（案）及び事業契約書（案）の作成支援 

選定された事業者の設立する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）の設立・

出資に関する条件（※ＳＰＣを設立する場合）、事業契約締結までの手続等を検討

し、基本協定書（案）の作成を支援する。 

あわせて、民間事業者の履行業務内容、サービス対価支払、契約の終了及び債務

不履行、法令変更及び不可抗力発生時の取扱い等必要事項を検討し、事業契約書（案）

の作成を支援する。 

なお、本項目は、官民連携事業（以下「ＰＰＰ／ＰＦＩ事業」という。）の経験

を有する弁護士の協力を得て実施するものとする。 

 

⑥民間提案用地に係る各種契約書（案）の作成支援 

民間提案用地の貸付に係る各種契約書の作成を支援する。 

なお、本項目は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の経験を有する弁護士の協力を得て実施す

るものとする。 

 

  ⑦募集書類への質問に対する回答支援 

   公募開始時に公表した資料（募集要項、要求水準書、評価基準、様式集、基本協

定書（案）、事業契約書（案）及び民間提案用地各種契約書（案））に関し、民間

事業者から提出された質問を整理し、質問に対する回答書の作成を支援するととも

に、必要に応じて募集書類の修正を行う。 

 

（８）参加資格審査支援 

   本リニューアルへの参画を希望する民間事業者（以下「応募者」という。）から

提出される、本リニューアルへの参加資格審査申請書類について、参加資格を満た

しているかの確認を行う。 

 

（９）事業者提案の評価支援 

応募者から提出された提案書の評価を支援するための評価補助資料の作成を支

援するとともに、評価講評の作成を支援する。 

また、選定された事業者の提案内容を踏まえて、事業者提案に基づくＶＦＭ算定

を行うとともに、ＰＦＩ法第１１条に準じる公表資料（客観的な評価の結果）の作

成を支援する。 
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（10）事業者選定の評価に係る組織の運営支援 

   民間事業者の選定における、評価に係る組織（以下「評価会」という。）の設立・

運営について適切なアドバイスを行うとともに、評価会資料及び議事録の作成を支

援する。 

なお、評価会は、計３回の開催を想定する（①実施方針及び要求水準書（案）公

表前、②募集書類公表前、③提案書提出後）が、それ以上開催することを拒むもの

ではない。 

 

（11）契約締結に係る支援 

  ①基本協定書及び事業契約書の締結支援 

   選定された民間事業者との契約締結に向けて、最終的な疑義を調整し、契約締結

に関する支援を行う。 

なお、本項目は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の経験を有する弁護士の協力を得て実施す

るものとする。 

 

  ②民間提案用地に係る各種契約書の締結支援 

   民間提案用地における契約締結に向けて、最終的な疑義を調整し、契約締結に関

する支援を行う。 

なお、本項目は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の経験を有する弁護士の協力を得て実施す

るものとする。 

 

（12）その他必要書類作成等の支援 

   リニューアル整備に活用できる補助事業の申請に必要な書類等の作成について、

検討・支援する。 

 

（13）報告書の作成 

   上記の検討内容を整理した報告書を作成する。 

 

６ 業務にあたっての留意事項 

（１）本業務は、ＤＢＯ方式を前提とした仕様書としているが、事業方式の精査におい

て、ＤＢ＋Ｏ方式など別の事業方式で行うこととなった場合、市と受託者で協議の

上、仕様書及び契約内容を見直すこととする。 

（２）市が行う用地取得において、主要な土地が取得できないなど、計画変更を行う必

要が生じた場合、市と受託者で協議の上、仕様書及び契約内容を見直すこととする。 

 

７ 打ち合わせ協議 

   業務の履行に当たって実施する打合せは、５回以上とし、本業務着手時及び成果

品納入時には、管理技術者が立ち会うこととする。 

   なお、本業務着手時及び成果品納入時以外の打ち合わせについては、ＷＥＢ会議

による打合せも可とする。 
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８ 成果品 

（１）中間報告 

  ① 実施方針及び要求水準書（案）に係る報告書 ２部（Ａ４判） 

（２）最終報告 

① 業務報告書 ２部（Ａ４判） 

② 各種資料・図面等（紙ベース） ２部 

③ 上記（１）（２）の電子データ（ＤＶＤ－Ｒなど） 

 なお、成果品納入までの間に、中間報告を求めることがあるので、随時対応すること。 

 

９ その他 

（１）委託業務の履行にあたっては、専任者を配置すること。 

（２）基本計画におけるデータ等は、必要に応じて市から提供する。 

（３）成果品の所有権、著作権等の知的財産権その他一切の権利は市に属するものとす

る。 

（４）成果品に誤りや不備が発見された場合は、委託期間完了後であっても受託者の責

任において無償で訂正を行うものとする。 

（５）資料及び報告書等は、見やすく、読みやすく、分かりやすいものとなるよう心掛

け、簡潔で明瞭な文章表現に努めるとともに、グラフや表等を必要に応じて作成

し、レイアウト等にも配慮すること。 

（６）本業務の詳細については、市の指示に従うものとし、業務の遂行上、疑義が生じ

た場合には、市と受託者において、その都度協議することとする。 

 

10 業務の適正な実施に関する事項 

（１）関係法令の遵守 

関連する法規がある場合は、当該法規を遵守するとともに、中立的・客観的に委託

業務を遂行すること。 

 

（２）業務の一括委託の禁止 

受託者は、受託者が一括して第三者に委託し、又は請け負わせることができない。

ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、市と協議の上、業

務の一部を委託することができる。 

 

（３）個人情報保護 

受託者が業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保護に関

する法律に基づき、その取扱いに十分留意し、漏洩、滅失及びき損の防止その他個人

情報の保護に努めること。 

 

（４）守秘義務 

受託者は委託業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の

利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。 
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（５）業務の継続が困難となった場合の措置について 

市と受託者との契約期間中において、受託者による業務の継続が困難になった場合

の措置は次の通りとする。 

ア 受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合 

 受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、市は契約

の解除ができる。この場合、市に生じた損害は、受託者が賠償するものとする。な

お、次期受託者が円滑かつ支障なく本業務を遂行できるよう、引継ぎを行わなけれ

ばならない。 

イ その他の事由により業務の継続が困難となった場合 

 災害その他不可抗力等、市及び受託者双方の責に帰することができない事由によ

り業務の継続が困難となった場合、業務継続の可否について協議するものとする。

一定期間内に協議が整わない場合、それぞれ、事前に書面で通知することにより契

約を解除できるものとする。なお、契約の解除等により次期受託者に業務を引継ぐ

際には、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータを遅滞なく提供しなけれ

ばならない。 

 

（６）暴力団等による不当介入への対応について  

ア 受託者は契約の履行にあたって暴力団又は暴力団員等から事実関係及び社会

通念等に照らして合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契

約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、市長及び周南警察署へ通報しなけ

ればならない。なお、正当な理由がなく通報がない場合は入札参加資格停止の措

置を行うことがある。 

イ 受託者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期

間内に業務を完了することができないときは、契約書に基づき協議を行うものと

する。 

 

11 留意事項 

  この仕様書は、本市が想定する最低限の業務概要を示すもので、目的達成のために

必要と考えられる事業者の提案内容を制限するものではない。 

 

 


